


（第２０号書式（Ａ）（２））（業務オンラインによる提出用）＜日本銀行業務オンラインによる提出時には、別途、同オンライン上の報告資料名の下部に記載された照会先へ電話連絡して下さい。＞

	業務処理区分コード

	５４５１１４


電子証書貸付債権（発行日付が２０２２年４月１日以後のもの）のうち、業務オンラインによる提出分に限る。




担保差入証書
（電子記録債権・証書貸付債権）
年　　月　　日
日 本 銀 行　御中

	（担保差入先）



	






貴行と当方間の担保に関する基本約定（担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）を含みます。）にもとづく根担保として、下記の証書貸付債権を差入れます。

記
	差入対象担保
	証書貸付債権

	担保差入先コード（７桁）
	
	



	根担保（証書貸付債権）

	債  務  者
	

	
	コード（６桁）
	
	

	契約締結日
	
	年
	
	月
	
	日
	

	返済方法（担保受払区分）
	一括返済の証書貸付債権：08
分割返済の証書貸付債権：09

	

	元  本  額
	円

	残存元本額
	円

	貸  付  日
	
	年
	
	月
	
	日
	

	最終返済期日
	
	年
	
	月
	
	日
	

	付随担保有無
	なし：０

	承諾書および抗弁放棄書上の承諾日付
	
	年
	
	月
	
	日
	

	承諾書および抗弁放棄書上の確定日付
	
	年
	
	月
	
	日
	

	整 理 番 号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


以  上
（第２０号書式（Ａ）（２）  裏面）
	返済方法
	


返済パターンは下表のとおり。


[bookmark: _GoBack]
	返済年月(自)
	返済年月(至)
	間隔
	返済日
	１回あたりの返済金額

	
	年
	
	月
	
	年
	
	月
	
	か月毎
	
	日
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
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	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円



	日本銀行使用欄

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	送信権限者





（注意）１．「担保差入先」欄は、担保差入先の金融機関等店舗名を記載する。
２．「債務者」欄は、交付税及び譲与税配付金特別会計に対する証書貸付債権の場合には、「交付税特会」と、エネルギー対策特別会計に対する証書貸付債権の場合には、「エネルギー特会」と、国有林野事業債務管理特別会計に対する証書貸付債権の場合には、「国有林野特会」とそれぞれ記入する。
３．「契約締結日」欄は、証書貸付債権証書に記載された発行日付を記入する。
４．「返済方法」欄は、該当項目に○印を付ける。
５．「貸付日」欄は、証書貸付債権証書に記載された貸付日を記入する。
６．「最終返済期日」欄は、最終償還期限を暦日で記入する（月末または末日との表記は不可）。
７．「承諾書および抗弁放棄書上の確定日付」欄は、財務大臣による承諾日付を記入する。
８．「整理番号」欄は、日本銀行記入欄。
９．返済方法で分割返済を選択した場合には、「返済パターン」欄に差入時の残存元本額についての返済方法を記入する。
１０．日本銀行では、所定の規則に基づき、日本銀行業務オンラインにより本書式が提出された場合には、代表者またはその者から権限を付与された者から提出されたものとして取扱う。



